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爺
湖
町
で
は
、
毎
年
英
国
青
年

　
　
を
受
入
れ
、
英
会
話
教
室
な
ど

の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を
通
し
て
、

地
元
の
人
た
ち
と
交
流
を
深
め
て
い

ま
す
。

　
９
月
か
ら
新
し
い
英
国
青
年
フ
レ

デ
ィ
ー
・
セ
ム
プ
ル（
19
歳
）さ
ん
と

デ
ィ
ラ
ン
・
ピ
ュ
ー（
18
歳
）
さ
んが

来
町
し
ま
し
た
の
で
紹
介
し
ま
す
。

　
様
々
な
機
会
で
二
人
と
接
す
る
こ

洞

　
　
の
施
設
の
使
用
料
は
、
そ
の
施

　
　
設
を
利
用
さ
れ
る
方
々
か
ら
等

し
く
負
担
し
て
い
た
だ
く
こ
と
で
運

用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
で
す

が
、
例
外
的
に
そ
の
負
担
を
政
策
的

に
軽
減
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、

そ
の
全
部
又
は
一
部
を
免
除
す
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、

各
種
団
体
活
動
の
支
援
・
促
進
、
あ

る
い
は
施
設
利
用
率
の
向
上
に
つ
い

て
、
一
定
の
成
果
を
あ
げ
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
こ
と
が
施

設
の
コ
ス
ト
に
対
す
る
収
入
比
率
が

著
し
く
低
い
原
因
に
な
っ
て
い
る
ば

か
り
で
な
く
、
受
益
者
負
担
と
し
て

費
用
の
一
部
負
担
を
求
め
る
と
い
う

「
使
用
料
」
の
意
味
を
成
さ
な
い
状

況
を
招
い
て
い
る
の
が
現
状
で
す
。

　
こ
う
し
た
負
担
の
免
除
（
減
免
の

承
認
）
は
、
こ
れ
ま
で
は
明
確
な
減

免
基
準
や
公
の
施
設
と
し
て
の
統
一

し
た
基
準
が
な
く
、
減
免
を
適
用
す

る
範
囲
は
広
が
る
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
こ
と
か
ら
、
「
減
額
・
免
除

制
度
」
に
つ
い
て
は
、
あ
く
ま
で
も

「
政
策
的
で
特
例
的
な
措
置
」
で
あ

り
、
真
に
や
む
を
得
な
い
も
の
に
限

定
す
る
と
い
う
考
え
を
再
確
認
し
、

受
益
者
負
担
の
明
確
化
、
利
用
者
間

の
公
平
性
・
公
正
性
の
観
点
か
ら
減

額
・
免
除
を
運
用
し
ま
す
。

公

皆で楽しんだゆうあいフェスティバル

減免措置は特例的なものに限定

平成23年1月1日から施行 教育委員会社会教育課　　74-3010

社会教育施設及び体育施設使用料を見直します社会教育施設及び体育施設使用料を見直します社会教育施設及び体育施設使用料を見直します

各施設使用料の減免率

※①主催する事業とは、主催するものが責任と主体性を持ち
　行う事業をいいます②共催する事業とは、２以上の団体機
　関等が共に責任と主体性を分担して行う事業をいいます③
　後援する事業とは、責任と主体性を持ち行う事業に援助が
　ある事業をいいます④減免によって算出した額が10円未満
　の端数が生じたときは、切り捨てた額とします。
◆各施設の具体的な使用料は、社会教育課へ問合せください。

具体的な団体等減免率区　　分

１　町、町教育委員
　会、町議会、町消
　防署が主催、共催
　する事業

100分の
100

100分の
50

２　町、町教育委員
　会、町議会、町消
　防署が後援する事
　業

100分の
100

３　町（各執行機関
　を含む）が設置す
　る付属機関等が使
　用する事業

審議会、懇談会、協議会、委員会

100分の
100

４　町立小、中、高
　等学校が教育目的
　のため使用する

100分の
100

５　町内の私立幼稚
　園が主催する事業

100分の
100

スポーツクラブ、スポーツ少年団
（町内の小学校、中学校及び町立
高校のスポーツクラブ及びスポー
ツ少年団について、定期的活動で
利用する場合、１校もしくは１団
体の１週間の専用利用はあぶた母
と子の館、体育施設を含めて６時
間を上限）

６　町立学校の高校
　生以下の児童生徒
　が団体で使用する
　場合

100分の
100

自治会及び老人クラブ（地区内に
集会施設等を有しないもので傘下
団体も含む）、自治会連合会、老人
クラブ連合会、社会福祉協議会、
母子寡婦の会、赤十字奉仕団、民
生・児童委員協議会、身体障害者
福祉協会、消防団、交通安全町民
運動推進委員会、交通安全指導委
員会、交通安全協会、防犯協会、
町立学校ＰＴＡ、ＰＴＡ連合会、
町立保育所父母の会、子育て支援
グループ（保健師などの指導を伴
うもの）、健康づくり及び介護予
防の会など

７　町及び町教育委
　員会が指定する公
　共的団体が団体本
　来の活動目的で使
　用する場合

具体的な団体等減免率区　　分

８　町教育委員会が
　認める社会教育団
　体が使用する場合

100分の
50

体育協会及び加盟団体、文化団体
協議会及び加盟団体、婦人団体、
青年団体、芸術文化保存団体、国
際交流団体、教育振興会、スポー
ツ少年団

100分の
50

９　町が認める公共
　的団体が使用する
　場合

とうや湖農業協同組合、いぶり噴
火湾漁業協同組合、洞爺湖町商工
会、洞爺湖温泉観光協会、洞爺ま
ちづくり観光協会

道立虻田高校100分の
50

10　町内の道立高等
　学校が教育目的の
　ため使用する場合

道立虻田高校クラブ活動100分の
50

11　町内の道立高等
　学校の生徒が団体
　で使用する場合

100分の
50

教育委員会がその団体活動が適当
であると認める団体

12　上記以外で、学
　術、文化、芸術、
　技術及びスポーツ
　の振興、福祉の向
　上に寄与する町内
　の団体で、教育委
　員会が特に認める
　もの

◆各施設に料金表を掲示します。


